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市民参加 ･森林環境ガバナンス論の射程
一森林ボランティアの役割を中心として-
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複雑化する環境問題の解決のために多様な主体の協働に基づく,新しいガバナンスの構築が求められている｡森林環境

ガバナンスの構築には市民社会が重要な役割を果たし,森林ボランティアはその具体的活動例であるといえる｡日本の

森林は伝統的に農村地域コミュニティによって保全されてきた｡しかし,現在の森林ボランティアは都市住民が森林保

全作業へ参加する活動としてはじまり,国産木材の利用増加に向けた運動や政策提言へと展開しているところに療徴が

ある｡森林ボランティアの数は近年,劇的に増加をみせると同時に,コミュニティからナショナルレベルの範域におい

て他の主体とのネットワークを形成している｡森林ボランティアの活動は,都市と農山村を結ぶ ｢新しいコモンズ｣の

形成のために不可欠な活動であるといえよう｡
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ThesolutiOnstoincreasinglycomplexenvironmentalproblemsnecessitatenewgovemancebasedonthecooperationofdiverseac-

tors･Theroleofciv止societyincreatingnewforestgovemanceisimportant,andforeshyvolunteeringisaspecificexampleofthe

kindofactionrequired.Japaneseforestshavetradidonal1ybeenpreservedbyagriculturalcommunides.However,thecurrentfわr-

estvolunteeractivitieswerestartedbyresidentsincitiesthroughtheirparticipationinforestrypreservationworkandarecharac-

terizedbythevolunteers'effortsinpromotingtheuseofdomesticwoodandinmakingpolitiCalsuggestions･nenumberoffor-

es叫 VOlunteershasincreaseddramaticallyinrecentyears,andhaveformednetworkswithotheractors丘omthecommunitytothe

national1evel.Itisessentialthattheworkoftheseforeshyvolunteershelpforma"NewCo皿nOnS"connectingcitiesandrural

villagesI
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Ⅰ 森林環境ガバナンス形成と市民参加･

1 森林 ･林業分野におけるガバナンス構築の現状

現代における環境問題は発生メカニズムや空間ス

ケール,関連する主体などが複雑化 ･多様化 してお

り,その解決には多様な主体と関連施策の連携といっ

た新 しいガバナンスの形成が求められている｡これま

では政府による統治を中心に,法に基づいて構成貞に

指令や統制ができる合法化された権力による上からの

統制が基本であった｡これに対 して現代的なガバナン

スとは ｢人間の作る社会的集団における進路の決定,

秩序の維持,異なる意見や利害対.立の調整の仕組みお
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よびプロセス｣とされ,とりわけ環境問題に対処する

ための ｢環境ガバナンス｣は ｢上 (政府)からの統治

と下 (市民社会)からの自治を統合し,持続可能な社

会の構築に向け,関係する主体がその多様性と多元性

を生かしながら積極的に関与し,問題を解決するプロ

セス｣とされている(1)｡森林 ･林業分野においても,

林業活動を行っていれば良好な森林管理が達成される

という ｢予定調和論｣に基づき,上からの指導と林業

関係者のみを主体としてきた政策展開が行き詰まり,

従来型のパラダイムの転換,すなわち多様な主体とり

わけ下 (市民や農山村地域住民)からの参加 ･協働 ･

分権に基づ く新たな森林管理体制 ･｢森林環境ガバナ

ンス｣の創出が必要と考えられる｡

これまでも上から,ガバナンス形成に資するような
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施策がなかった訳ではない｡ 1つには1991年の ｢森林

の流域管理システム｣である｡林野庁によれば同シス

テムは ｢1つは森林の管理を流域を基本的単位として

上流地域と下流地域の関係を意識して行おうというも

のです｡この考え方により,下流地域の人たちの森林

に対する期待を具体的な形で上流地域の森林の整備に

反映させることができます｡-中略-そして,下流の

都市住民からは森林の整備に対する資金的な支援や参

加をしてもらうといったことが考えられます｡ 2つ目

の特徴は,流域ごとに,民有林,国有林を問わず森林

所有者が 1つにまとまることによって,スケールメ

リットを出そうという点です｡-中略-このようなこ

とを通じて,国民の多様なニーズに応える森林の整備

水準の向上,林業生産性の向上,地域材の安定供給な

どを目指しています｡｣(2)とされ,森林管理を物質循環

の単位としての流域とすることで総合的に行うことや

下流域都市住民の参加を得ようとするなどガバナンス

構築につながりうる取 り組みであった｡しかしながら

同制度は,下流域都市住民の意向を反映した公益的機

能に配慮した森林整備と木材流通の効率化を2枚看板

としつつも,実際には後者に重点が偏 りがちであった

ことから,市民 ･下流域都市住民を巻き込む仕組みに

なりえず,また実質的に目指された木材生産の効率化

も一部を除いて成功しているとはいいがたい｡2つに

は,1998年の森林法の一部改正により基礎自治体を計

画主体とする市町村森林整備計画策定の義務づけや

2001年の森林 ･林業基本法の制定に伴う森林の機能別

ゾーニングの実施等は,森林にかかわる意思決定の分

権化や ｢予定調和論｣からの脱却の方向性を感じさせ

るものであった｡しかしながら,現実には市民参加は

ほとんど機能せず,基礎自治体における専門家の不在

も相まって,上からの指導と配布された記載例に基づ

いて数値を代入することによる市町村森林計画策走の

実態を稀薄宏昭が指摘 している(3)｡以上のように ｢上

から｣の森林環境ガバナンス構築に向けた動きは成功

しているとはいいがたい状況にある｡

こうした上からの取 り組みに対して森林 ･林業分野

における市民社会からの取り組みは,森林の消失や荒

廃に反対 ･抗議する ｢口を出す参加｣や緑の募金制度

などの ｢金を出す参加｣また様々な森林計画へのパブ

リックコメントなど ｢知恵を出す参加｣など多様な形

で存在してきた｡しかしながら後 2者は,行政が用意

した土俵に乗る形式になりがちで,政府と市民社会の

間において原科幸彦が定義する ｢意味ある応答｣(4)が

なされず,主体的市民参加 ･活動とはいいがたく,参
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加の段階としても低位にとどまらざるを得なかった｡

これに対して ｢口を出す参加｣の代表である知床や

白神山地における伐採反対や開発反対に象徴される

｢反対 ･抵抗 ･告発型｣の市民運動は社会に大きな影

響を与え,一定の成果を得た｡しかしながら林業関係

者や行政関係者といった他主体との関係は敵対的にな

りがちで,主体間の協働関係を構築し,森林の在 り方

についてガバナンスを構築することができず,その効

果は原生的天然林の保護にとどまるという限界を有し

ていた｡

このような ｢反対 ･抵抗 ･告発型｣運動の拡大要因

であり,かつ姪枯となった要因はともに森林 ･林業に

関わる問題や情報が十分に公開されず,何らかの対応

策がとちれるに際しても専門家集団 (国や広域自治体

の林野行政 ･林業研究機関 ･森林組合 ･林業関係者)

のみの中で意思決定がなされ,そこでの合意形成から

一般市民が排除されてきたことであろう｡こうした問

題の解決には環境社会学者宮内泰介のいう ｢有志｣(5)

としての市民の自主的な参加を重んじること,また閉

ざされた合意形成の仕組みを開くことにより市民社会

の意志を反映させる仕組みを作ること,さらには森林

保全に関わる諸主体間相互の信頼関係を醸成し,協働

の取り組みを促進することが課題といえよう｡

2 森林環境ガバナンス構築と森林ボランティア

前項にみるように森林環境ガバナンスの構築を目指

すには,行政システムの変革はもちろんのこと,｢反

対 ･抵抗 ･告発｣型の市民運動にとどまらない森林 ･

林業分野における新しいタイプの市民活動の存在が必

要といえる｡それは,活動のカウンターパート (行政

や林業関係者 ･農山村住民)の執行権限を基本的に認

知し,場合によっては連携しつつ,共通目的達成のた

めに参加 ･協働する形態の市民活動である｡

大阪ボランティア協会の早瀬昇は,市民活動の一形

態であるボランティア活動をかつては ｢善意｣に基づ

きつつも社会科学的な認識が低い ｢社会奉仕｣型活動

と人権保障にむけて行政責任追及のための告発 ･問題

提起を中心とした ｢社会運動｣型活動に二極分化して

いたとし,それが生活公害などの自らの問題性を問う

動きや行政責任を.追求しにくい国際協力活動の広がり

などを背景に,｢社会運動｣型の活動家が告発運動に

とどまらず代案の提示とその実践に取 り組むことによ

り,両者の区別を乗 り越えだしたことを指摘 してい

る｡そしてそのことが ｢社会に働きかける開放性 ･社

会性を持ちつつ,直接,汗を流す実践性も兼ね備えた
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活動｣すなわち ｢課題に即応するだけの自己完結的な

｢社会奉仕｣塑活動でも,問題提起を繰り返すだけで

結局,行政に問題解決を依存する ｢社会運動｣型活動

でもない ｢新しいタイプの活動｣を登場させた｣とし

ている(6)0

こうした中で森林 ･林業分野における ｢新しいタイ

プの市民活動｣として注目されるのが森林ボランティ

アである｡林野庁によれば2008年時点で森林ボラン

ティアは全国で1,863団体,1997年の調査開始から6.7

倍に急増している(7)0

森林ボランティアとは,『森林ボランティアの風』

によれば ｢一般市民の参加により,造林,育林などの

森林での作業 (森林や林業に関する普及啓発活動とし

て行うものを含む)をボランティアで行うもの｣(8)と

される｡また 『森の列島に暮らす-森林ボランティア

からの政策提言』によれば｢国有林 ･民有林を問わず,

森林所有者と森林整備の方法について契約し,契約に

もとづいて自主的に森林整備を進める市民と市民グ

ループ｣(9)と定義されている｡いずれにしても森林ボ

ランティアとは行動形態だけをみれば,所有者あるい

は直接的な利害関係者でない人々が,危機的な森林の

状況に反応し,実際の森林管理に必要な作業に参加す

るという端的にいえば ｢足を運び,手を出す参加｣と

理解できる｡

それでは森林ボランティアとは ｢林業労働力の安価

な代替品｣･早瀬のいう ｢社会奉仕｣型活動なのだろ

うか｡たしかに活動形態としてはそのようにみえる｡

しかし後述のように森林ボランティアに集う市民は

様々な経験を経て,他の市民への普及啓発や地域産材

利用運動,政策碇言といった多様な市民活動への発展

とそれに伴う多様な主体との協働関係の構築を通じて

森林の保全管理に関わる市民社会形成へと向かい,

｢新しいタイプの市民活動｣として拡大しつつある｡

本論では森林ボランティアを森林環境ガバナンス形成

に資する市民社会を創出 ･強化しうる存在として評価

し,その可能性についての考察を行うものである｡

Ⅱ 森林環境ガバナンス構築のための諸条件

1 農山村と都市の多様な関係の再構築

第2次世界大戦後の木材生産偏重による急激な人工

林増加は国内の原生的天然林や里山の減少を招き,坐

態系の多様性喪失の問題を生じさせたとして指弾され

ることが多い｡さらには,こうした批判を受けつつも

造成された人工林は手入れ不足となり,また人為によ
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る定期的な撹乱により生態系が維持されてきた里山も

遷移の進行に伴い希少種の減少を招くなど,人間と森

林の関係の希薄化が招く森林の荒廃も生じている｡し

かしながら世界的な森林破壊の状況から考えれば効率

的な木材生産による自給率の向上も求められる｡わが

国森林が抱える問題はこうした,時に相反する多様な

課題を同時に解決しなければならないところに困難が

ある｡これらの問題を戦後人工林造成過程からもう一

度考えてみたい｡

戦後人工林の造成過程は主として(∋第2次世界大戦

時の乱伐跡地-の造林,①燃料革命による経済価値の

低下した雑木林 ･里山の林種転換,③奥地山岳の原生

的天然林の林種転換に分けられよう｡①については荒

廃した国土の復旧に大きな役割を果たしており,その

存在は重要である｡②については,近代化の中での工

業化や都市住民のライフスタイルの変化に農山村サイ

ドが対応した結果であり,農林業関係者-農山村住民

のみに責任を帰すことはできない｡③については,紙

パルプ産業の技術革新による奥地天然林-未利用資源

の原料化や国策としてのその利用推進という背景はあ

りつつも,多くの場合国有林に存在した再生困難な原

生的天然林の破壊を許容してしまった点で,林業技術

者 ･林学関係者の責任が問われねばならないと考える

が,基本的には社会の近代化に対応したものであった

ことは(参と同様である｡

このように戦後の人工林造成は功罪半ばするもので

あった｡特に重要なのは主として②の問題である｡す

なわち日本の森林がたどってきた変化は,森林を直接

的に利用してきた農山村住民と都市住民との関係の変

化によってもたらされているということである｡戦前

までは木材 ･薪炭 ･有機農産物 ･山菜 ･薬品といっ

た,森林を直接あるいは間接的に利用した多様な産品

が農山村一都市間を流通することで,農山村住民が森

林と多様な関係を築き,結果として人工林や雑木林な

どの多様な森林が存在していた｡ところが戦後,復興

期から高度経済成長期にかけての都市部の旺盛な木材

需要と石油化学製品の流入が都市と農山村の関係を木

材供給に一元化してしまった｡それが農山村と森林の

関係をモノカルチャー化させ,人工林造成が急速に広

まった｡その後,1960年の木材自由化が;木材供給と

いう都市と農山村をつなぐ最後の糸を断ち切り,人工

林の手入れすらままならないという今日の状況を生じ

させたのである｡

今日,求められていることは ｢人間と森林の多様な

関係｣の再構築である｡そしてそれは,都市と農山村
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の多様な関係すなわち ｢人間と人間の多様な関係｣の

再構築を通じてもたらされなければならない｡いいか

えれば,農山村と都市間の人間と人間の多様な関係の

上に立った多様な森林づくりといえるだろう｡ここに

こそ森林 ･林業分野における市民活動の必要性がある

のである｡これらは森林を都市と農山村を結ぶ ｢新し

いコモンズ｣(10)と位置づけることといえるだろう｡し

かしながら,こうした農山村と都市あるいは人間と人

間の関係性を再構築し,｢新しいコモンズ｣としての

森林を創りだしていく作業は ｢口を出す｣あるい ｢金

を出す｣イ知恵を出す｣という従来型の市民参加 ･市

民活動 ｢のみ｣を繰り返してもできあがるものではあ

るまい｡市民あるいは都市住民が現実の森林に触れ,

農山村住民との交流を伴う｢手を出し,足を運ぶ参加｣

を通じた ｢体験学習｣の中から生み出されてくるもの

なのではないだろうか｡市民あるいは都市住民サイド

の活動 ･森林ボランティアは,こうした方向への1つ

の手がかりになるものと位置づけられる｡

2 地方分権的森林管理体制創出の必要性

さらに戦後の人工林造成は中央官庁からの中央主権

的な指示に基づく ｢標準的｣人工造林方法が造林補助

制度を通じて,まさに上から指導され続けた結果,人

工林自体も全国一律,画一的なものへと変貌を遂げて

しまったことによる問題も存在する｡

樹木の生長は,縦に伸びる伸長生長と横に太る肥大

生長に大別され,伸長生長は土壌の肥沃度に左右さ

れ,肥大生長は光の多寡に左右される｡木材としての

特質は肥大生長の度合いによって左右される｡近世ま

でに形成された人工林 ･林業地においては,こうした

樹木の特性を活かした地域毎の多様性が確保されてい

た｡宮崎県の飲肥林業では,船材生産の特質から植栽

本数は1,000本/haであり,林内照度の高さから下刈 り

の頻度は増すが,間伐は軽減されることとなる｡これ

に対して奈良県の吉野林業では良質な木材生産が目標

とされたことから,植栽本数は数万本/haに及び,下

刈りは軽減されるが,頻繁な間伐を必要とする施業体

系となっていた｡同じスギを中心とした林業地であっ

ても,地域の木材利用との関係からこれほどの差が

あったのである｡第2次世界大戦後,復興資材あるい

は産業資材としての木材の大量生産のみを目標とし

て,短伐期 ･一般材生産を目的とした戦後人工林造成

が開始される｡そのために私有林への造林補助金制度

が創設され,補助金支給のための条件として全国一律

の一般材生産目的の施業体系が ｢上から｣導入される
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こととなる｡造林補助を含む森林造成の制度は,中央

官庁たる林野庁の指揮の下,中央集権的かつ効率的に

進められた｡その結果が,現在森林の41%を占める

1,000万haの人工林の存在である｡こうした中央集権

的な人工林造成は,少なくとも当初の段階においては

治山上大いに役立ち,また木材需給の点からも間違っ

た目標ではなかっただろう｡しかしながら,経済復興

のなかで木材輸入が自由化されていった中でも,人工

林造成を惰性的に続けていった結果,各地で貴重な原

生的天然林を伐採してまで人工林化を行い,自然保露

の観点から指弾を浴びることとなった｡さらには中央

主権的な指導に基づく,一般材生産を目的とした施業

が造林補助制度を通じて指導され続けた結果,かつて

は同一樹種といえども,全国レベルでみれば多様性を

誇った人工林も全国一律,画一的･なものへと変貌を遂

げてしまった｡天然林と人工林のバランスが崩れたこ

とのみならず,地域ごとの木材利用と結びついた人工

林の多様性を失わせた中央集権的かつ画一的な人工林

造成もまた森林と人間の結びつきを大きく変容させた

｢近代化｣政策として指摘されねばなるまい｡

この反省に立てば,これからの森林管理の在り方は

地域の自然的 ･社会的条件に合わせた地方分権的な管

理が重要となろう｡分権的な管理体制の創出とはすな

わち,市民 ･住民の参加に基づく,下からの自治に他

ならず,こうした点からも,森林ボランティアは参加

と協働 ･分権に基づく森林環境ガバナンスの創出を目

指す上での重要な市民側からの活動と位置づけられる

のである｡

3 市民主導の森林ボランティアへの転換

森林管理の分権への方向性と同様に,森林ボラン

ティアの歴史も官主導の中央集権的なものから分権 ･

参加型へと変化をみせている｡

森林ボランティアは当初,国家による国民動員型の

｢官製｣ボランティア活動として始まった｡すなわち

大正年間に始まる愛林運動と戦後その流れを汲んだ国

土緑化運動である｡これらは当時の文部省 ･農商務

省 ･大日本山林会によって始められ,現在も全国植樹

祭として引き継がれている｡これらは森林 ･林業の重

要性を広く一般に浸透させることを基本理念とするも

のの,あくまでも林業関係団体および中央官庁主導の

中で開始された,国家の視点から緑化思想を浸透させ

るものであった(ll)0

こうした国家行政レベルでの認識に対して,森林ボ

ランティア活動は変容を遂げる｡高度経済成長期以
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降,官製ボランティアとは一線を画して森林に関わろ

うとする市民運動があった｡それらは自然保護運動と

して,原生的天然林破壊などに対する ｢反対 ･抵抗 ･

告発｣型の運動を積み重ねてきた｡その経験の中から

行政の執行権限を基本的に認知し,場合によっては連

携しつつ,共通の目的達成のために活動する形態の

｢新しいタイプの市民活動｣としての森林ボランティ

ア活動が登場してきたのである｡その過渡期の象徴的

なケースが,市民主導型の森林ボランティアの草分け

である富山県の ｢草刈 り十字軍｣(1974年発足)であ

る｡これは,その活動動機こそ,森林開発公団による

除草剤散布に反対する ｢反対 ･抵抗 ･告発｣であった

ちのの,単純な反対.にとどまることをよしとせず,

｢足を運び,手を出す参加｣がなされたものであった｡

その後1980年代半ばには,後述する東京を中心とした

活動が,雪害を受けた森林の復旧や手入れ不足の人工

林に対する活動として農山村との連携を目指した活動

として登場し,現在森林ボランティア活動は,手入れ

不足による人工林の荒廃や,燃料革命などによって放

置された里山に対して,農山村サイドと協力して森林

管理に参加しようとする ｢新しいタイプの市民活動｣

として主流となった｡こうして政府と市民の関係は

｢上からの押しつけ｣でなく参加 ･協働がキーワード

となった｡1990年代以降,官製ボランティアとは別の

流れから生まれ,成熟を遂げた市民活動としての森林

ボランティアが行政や林業関係者などの他主体と協働

を開始し,部分的ではあれ森林環境ガバナンス形成の

芽が生じつつあるのである｡

4 ｢周辺｣への再分配の必要性

ここまでみたように森林環境ガバナンスは地方分権

的に構築される必要がある｡しかしながら,埠方分権

とは地域ごとの意思決定を保証するものであって,財

政を含め全てを ｢自助努力｣において実施することを

迫る ｢地方自治体の自立｣とイコールではない｡

｢地方｣と一括して呼び習わされる地方自治体には

首都圏 ･京阪神などの ｢中心｣的地域と ｢周辺｣的地

域である農山村部の双方が含まれている｡ここでは

｢中心｣と ｢周辺｣を区別して考えることが必須であ

る｡

｢周辺｣である農山村における中心的な土地利用は

農林業である｡市場経済を前碇とした発達した資本主

義国であるわが国において,輸送の問題によって海外

からの輸入に限界のある生鮮野菜などの品目や霜降り

和牛のようなニッチ的需要に応える例外を除き,比較

劣位産業である農林業は衰退せざるを得ない｡また,

それに依拠した ｢周辺｣.地域の人口扶養力が縮減する

のは当然である｡こうした状況への歴史的対応として

芹沢一也は ｢高度経済成長期に生じた都市と地方の格

差を,自民党は ｢国土の均衡ある発展｣というスロー

ガンのもと,低生産部門への再分配によって平等化し

た｡こうしたなかで公共事業や補助金が,雇用創出と

所得下支えのための手段に転化します｡またそれが自

民党の支持基盤の強化につながったわけですね｡要す

るに,自民党による利益誘導政治が,地域間格差を是

正することによって,きわめて平等な社会をつくりだ

した｡同時に政治腐敗の温床になった｡｣と述べてい

る(12)｡であればこそ1990年代以降,政治改革が進めば

進むほど ｢周辺｣への再分配は否定されることとなっ

た｡公共事業費はピーク時の1998年の14.9兆円から

2007年には7.4兆円へと半減し(13),地方交付税交付金

は｢三位一体の改革｣の名の下に約 5兆円が削減され,

麻生内閣により生活防衛のためとして,1兆円がよう

やく増額された(14)｡この間の ｢周辺｣の衰退は目を覆

わんばかりとなった｡こうした状況下においても経済

的厚生の増減を指標として国民経済を考える立場から

は,さらなる都市への集住がベター･とされる場合が多

い｡ニューケイジアンである飯田泰之は公共事業の再

分配機能を認めつつも公共事業がなければ存続し得な

い地域経済のあり方に疑問を呈し,東京圏 ･近畿圏の

さらなる拡大,周辺部においても政令指定都市への人

口の集中を提案している(15)｡しかしながら飯田は同時

に ｢経済学が技術にすぎない以上,どんな目標を設定

するか学問的に答えることはできない｡この目標の部

分は経済学の論理の外から来るべき｣であり ｢経済学

者の仕事は ｢こういう社会にしたい｣というオーダー

を受け取り,そのオーダーが ｢可能かどうかを検証｣

し,さらには ｢効率的な目標達成手法を示す｣こと｣

と述べ,目標設定は言論と政治の役割であるともして

いる(16)0

これまでみたように地方分権的な森林環境ガバナン

スの達成には ｢周辺｣･農山村地域の維持が不可欠で

あり,そのためには ｢中心｣から ｢周辺｣への再分配

が欠かせない｡そのためには ｢利益誘導政治が結果と

して地域間格差を是正｣したのとは異なる言説に基づ

いて,かかる再分配への国民的合意がなされなければ

ならない｡こうした再分配を可能とする言説はヨー

ロッパにおける条件不利地域政策やそれを可能とした

ものと近似するものと筆者は考えているが(17),こうし

た言説を広めていく主体の1つと.して ｢周辺｣にかか
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わろうとする都市サイドからの市民活動があるのだと

考えている｡ナショナルな範域における森林ボラン

ティア活動の意義と役割はこうした点にあるといえる

だろう｡いずれにしても ｢中心｣から ｢周辺｣への再

分配の視点を欠いた ｢地方の自立-地方分権｣との見

方は,百害あって一利なしであることは強調しておき

たい｡

5 ガバナンス構築のための留意事項

以上のことをふまえ森林環境ガバナンスの確立に

は,第1に木材生産に偏重しない資源管理の総合性の

確保,第2に最終的にはすべての人々に対して開かれ

るべきではあっても,当初の段階では問題に主体的に

取り組む有志の人々を活かす仕組みが必要なこと,第

3に森林に関わる意思決定は,ムラと森の関わりの中

で形成される地域コミュニティレベルの問題 ･行政区

画としての市町村レベル ･都道府県レベルの問題 ･都

市と農山村を結ぶ流域レベルのようにスケールに応じ

て重層的 ･入れ子状に対応が行われる仕組みを整備す

ることが重要であること,第4に ｢中心｣から｢周辺｣

への再分配を可能とするための国家範域レベルでの言

説 ･合意形成の取り組みが必要であること等が留意事

項として挙げられる｡次に,これらの事項と森林ボラ

ンティア活動の実態との関係をみることとしよう｡

Ⅲ 森林ボランティア活動と多層な森林環境

ガバナンス形成

1 多様な発展と全国ネットワークの形成

東京都西多摩地域では近世に育林生産が発達し,戟

後は地利的好条件から一気に人工林化が進展したもの

の現在,その荒廃が進展している｡1986年には地域全

体で30億円もの被害をだした大雪害が発生し,被害跡

地の片づけや雪起こし,再造林などの森林ボランティ

ア活動が始まり,現在の隆盛の噂矢となった｡1990年

代初頭の時点で,西多摩の森林ボランティア団体に

は,現在みられる種々の類型のほとんどが既に存在し

てお り,西多摩は森林ボランティアのプロトタイプが

叢生していた場所と位置づけられる(18).こうした中

で,西多摩の森林ボランティアは新しい展開を模索し

始める｡1つには活動方向の多様化,2つには多様な

主体との全国ネットワーク化である｡

活動方向の多様化の事例としては,｢浜仲間の会｣

から始まった多様な発展がある｡浜仲間の会は東京都

教育委員会主催の林業体験学習事業 ｢木と人のネット
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ワーク｣参加者が,大雪害に直面し,1987年に発足し

た｡手入れ不足の私有人工林の管理作業を毎月1回,

無報酬で行っている｡こうした活動の積み重ねから,

参加者内に異なった形で森林管理に参加したいという

要望が現れる｡例えば,ベテラン林業従事者から高度

な林業技術を習うことを目的と､する ｢林土戸｣や植林

から山づくりを行う ｢創夢舎｣といった団体が緩やか

な連携を保ちつつ独立していった｡さらに参加者に森

林ボランティアを繰り返す ｢のみ｣では状況は改善し

ないとの認識がうまれ,より多くの人々への森林 ･林

業問題に関する普及啓発活動の必要性が認識されるよ

うになった｡そうした認識から作業に参加できない人

でも林業の現場に触れることを可能とする林業経営者

との交流会｢東京の林業家と語る会｣(以下,｢語る会｣)
を1993年に発足させ,西多摩地域の市町村を巡回しつ

つ,地元を代表する林業経営者を訪れ,見学 ･交流を

続けてきた｡さらに ｢語る会｣を母胎として結成され

たのが地産地洞の住宅供給を行う ｢東京の木で家を造

る会｣(以下,｢造る会｣)である｡｢語る会｣には建築

関係者や快適な住まいづくり推進活動を行う市民団体

など木材利用に強い関心を持つ都市住民が含まれてい

た｡また林業サイドでは見学先経営者の他,地元林業

経営者や製材業者の参加が通例であった｡その結果,

｢語る会｣を通じ,生産者と消費者の顔のみえる関係

が形成され,木材の地産地消拡大の必要性についての

合意が生まれた｡1994年には勉強会が開始され,1996

年 ｢造る会｣結成,2001年には事業協同組合化を達成

した｡｢造る会｣は,都市側の住宅建築予定者 ･ユー

ザー,工務店 ･設計事務所,農山村側は西多摩地域の

林業経営者,製材業者により構成され,両者を取り持

つコーディネーターは建築の専門知識を持つ林土戸の

会員がその任にあたっている｡

｢造る会｣の地域に対するこだわりは ｢語る会｣と

同様に東京の文字が冠されている点に明確である｡

｢造る会｣は住宅建築という木材生産 ･流通 ･加工 ･

消費という一連の流れの重要性に鑑み,地域林業生産

活動や地域産材住宅の販売を活性化することにより,

人工林を保全することが最終的に東京という1つの地

域の関係者全体の利益につながるという基本的な認識

に立つものである｡軸組工法で西多摩産材を用いると

いう合意の下に,近年ではコンスタントに年間十数棟

の建設が行われている｡本来,素材供給サイ ドと加

工 ･建築サイドは利害関係が相反する｡｢造る会｣で

は,利害関係のない市民の伸介により利害関係の相反

する主体同士が結びついた事例であり,協働関係の構
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集における市民活動の役割として注目に値する｡また

これらの活動に触発されて,全国に ｢近くの木で家を

造る運動｣が展開し,この全国運動の初代代表 ｢造る

会｣から選出されていることも特筆すべきであろう｡

多様な主体との全国ネットワーク化の事例は (特)

森づくりフォーラムの誕生である｡東京における主要

な森林ボランティア団体 ｢花咲き村｣や ｢森林クラブ｣

を中心に,全国の市民団体とも協力し,理事に行政関

係者や研究者 ･著名な林業家などを迎え,全国ネット

ワーク化を図って結成された同フォーラムでは,個々

の団体では不可能な問題解決 (森林ボランティア保険

や政策提言など)に取り組むと同時に,行政 (第1セ

クター)や林業関連業界 (第2セクター)と括抗しう

る ｢市民社会｣イ市民セクター｣(第3セクター)創

出を目指している｡特筆すべきは,フォーラム内の森

づくり政策市民研究会が策定し,2001年に上梓された

『森の列島に暮らす一森林ボランティアからの政策提

言-』である｡この提言の1つの目玉は多様な人々の

参画する市町村単位の地域森林委員会および流域森林

委員会の設置であった｡地域森林委員会の責務は森林

計画の策定,地域内の専門家としての民有林版の ｢森

林官｣の設置,市民参加の調査に基づく ｢森林地図｣

の策定と管理放棄林の認定 ･整備の仕組みづくり,流

域森林委員会の責務は流域全体の森林計画の策定 ･調

塞,森林をもたない都市の役割の明確化,都市住民参

加の促進などであった｡政策提言以降,全く同じもの

ではないにしろ森林委員会の設置が現実のものとなり

つつあり,同団体の力量の高さと先見の明を示してい

る｡例として長野県では地域住民や森林所有者ならび

にそこでの森づくりに関わる人々 (森林ボランティア

など)が主体的に森林整備を行うための組織としての

地域森林委員会が長野県ふるさと森林づくり条例に基

づいて設置できることになった｡また大阪府では,大

阪府森づくり推進ガイドラインの趣旨に沿って,府内

各地で地域の環境にあわせた森づくり活動を実施する

ために地区レベルで,大阪庶,市町村,森林組合,

NPO,地域住民などから構成される森づくりサポート

協議会が設置され,森づくり活動を支援している｡愛

知県豊田市では,広域合併に伴って広大な森林が市域

に編入されたことに伴い,打PO･学識経験者 ･森林関

係者などからなる ｢とよた森づくり委員会｣が設置さ

れ,｢森林保全 ･活用条例｣と ｢もりづくり百年計画｣

の策定が進められている｡聞き取りでは豊田市の担当

者は,同市の取り組みは先の政策遺言に啓発されたも

のであると述べている｡
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以上のように東京で始まった森林ボランティア活動

は,市民活動の多様な発展と高度化 ･全国ネットワー

クの形成といった市民社会の形成を示すものと位置づ

けられる｡

2 涜域単位の協働関係形成へ向けた取り組み

先述の豊田市を含む愛知県矢作川流域では森林ボラ

ンティアから派生した,より多くの市民を巻き込むこ

とのできる活動が,流域という自然資源管理の1つの

単位を強く意識した形で始められている｡それが ｢森

の健康診断｣である｡森の健康診断は矢作川流域の森

林ボランティアのネットワーク ｢矢作川水系森林ボラ

ンティア協議会｣(以下,｢矢森協｣)の呼びかけで市

民による大規模な放置人工林の実態調査を行うもの

で,2005年 6月に第1回が実施され,150人を超える

参加者が106箇所で相対幹距比,植物被覆度,植生 ･

土壌調査などの科学的な調査を実施し,データ解析は

東京大学愛知演習林などの協力に基づいて行われた｡

その結果,これまで感覚的にいわれていた手入れ不足

の過密林分が73%を占めることなどを明らかに.した｡

森の健康診断は,2008年朝日新聞社｢明日への環境賞｣

を受賞するなど高い評価を受け,また実践を容易にす

るための詳細なマニュアルと簡易な用具という工夫も

相まって,県内他流域のみならず,熊本県 ･愛媛県,

三重県,滋賀県などでも実践されるなど急速に広がり

をみせている｡森の健康診断実行委貞会代表の丹羽健

司氏は,その著書において,一般的にいわれる ｢森林

ボランティア｣は ｢森林作業ボランティア｣であり,

あたかも森林管理作業を担っているような印象を与え

る｡しかし,森林管理の長期間におよぶ多大な作業量

を考えれば,作業奉仕はその一部を担うだけであり

｢森林作業ボランティア｣がそのすべてを担うことは

不可能である｡すなわち,ここでの ｢森林ボランティ

ア-森林作業ボランティア｣とは,森林管理作業体験

を通じて森林管理の必要性を多くの市民に普及するも

のであり,その結果として林業現場の低位な労働条件

の底上げを実現することが重要な役割であるとしてい

る｡また,このような意味においては,現状把握すら

十分に行われていない森林の調査に参加し,森林管理

作業の緊急性 ･必要性,それを支える林業者の重要性

を訴えていくことがもう1つの ｢森林ボランティア｣

活動であり,その実践が ｢森の健康診断｣なのである

としている(19)｡このような基本認識に基づき,森林作

業ボランティア実践者の呼びかけにより始まった ｢も

う1つの森林ボランティア｣,すなわち森林管理作業
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への参加に限定されない,幅広い市民参加と科学的な

調査の融合が森の健康診断なのである｡

活動の呼びかけを行った ｢失森協｣の名称は,同流

域の水質保全に多大な貢献を行った漁業者による央作

川沿岸水質保全対策協議会 (｢矢水協｣と略される)

への敬意を示すものであり,同流域における市民活動

の経験の蓄積が伺える(20)｡｢矢森協｣は流域内の7つ

の森林ボランティア団体から構成されており,個々の

団体は森林管理作業ボランティアを実践しつつ,大規

模な運動は ｢失森協｣で行うとの役割分担がなされて

いる｡先述のように｢矢森協｣において森林ボランティ

アは森林管理の担い手とは捉えられておらず,山作り

の楽しみ ･大切さを都市住民に伝えること,森林を受

け継いだもののどうしたらいいかわからなくなってし

まっている ｢素人山主｣がボランティアとともに山仕

事を学ぶ場を提供し,そして本来の山の守り手である

プロフェッショナルの応援団となることが目指されて

いる｡そうした ｢央森協｣がより多くの市民を巻き込

んで行うべきこととして選択したのが森の健康診断

だったのである｡丹羽氏への聞き取りでは,森づくり

フォーラムの政策提言において示された ｢森林地図づ

くり｣が活動の1つのヒントになったと述べておられ,

森林ボランティアの実践が,更なる展開方向として同

様の方策へ向かうことを示しており興味深い｡

森の健康診断は市民ボランティアのみの力で実現し

たのではなく,地元行.政や林業関係者,研究機関との

協働に基づいて実施されている｡この実践の中で ｢矢

森協｣と豊田市はインフォーマルなネットワークを形

成すると同時に,フォーマルな制度としての ｢とよた

森づくり委員会｣メンバーに ｢矢森協｣･森の健康診

断関係者も参加している｡こうしたネットワークの形

成と協働による調査データに基づいて,合併によって

矢作川流域の大半をしめるに至った豊田市の ｢とよた

森づくり委員会｣が地域の森林管理に関わる意思決定

を行っていこうとする仕組みは森林環境ガバナンス構

築の1つのモデルとして高く評価できよう｡また ｢矢

森協｣は,準までを含んだ環境保全活動である伊勢 ･

三河湾流域ネットワークとも連携を図っており,木材

生産にとどまらない総合的な自然資源管理を指向する

ものとなっている｡

3 コミュニティレベルでの丸ごとの関係づ~くり

和歌山県九度山町久保地区では,大阪を本拠とする

日本森林ボランティア協会による活動が ｢森林ボラン

ティアから地域ボランティアへ｣をキーワードに展開
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されている｡同地区は,3つの集落から形成され,人

口は50名に満たず,地域のシンボル的存在だった小学

校は2006年に休校となった典型的な過疎地区である｡

活動の発端は,1998年,同地区で炭焼き･林業を営む

両親を補助してくれるボランティアを求める照会が和

歌山県の林務課宛になされ,同課の問い合わせに応え

た日本森林ボランティア協会が林業体験の一環として

会員向けに炭焼きボランティアを募集し,炭焼き作業

補助受託を始めたことによる｡その後,炭焼き作業体

験の他,毎月複数回森林管理作業を行うまでになっ

た｡さらに,この間の地域住民との交流を通じて,森

林ボランティア活動参加者の関心は森林から ｢森林と

ともに暮らしている地域コミュニティ｣へと広がりを

みせていった｡2001年には森林管理作業に加え,地区

内休耕地において炭や木酢液を用いた有機農産物の生

産が始まり,さらには地区住民の伝統的地域維持活動

であった ｢道普請｣(地区内町道の草刈 り･清掃)へ

の参加や地区のシンボルたる小学校の整備 ･維持活動

への協力といった活動が開始されることとなった0時

に後者の活動は,注目に値する｡こうした地域資源維

持 ･管理のための活動は,まさしく地域資源維持管理

のための活動であると同時に,地域コミュニティを再

強化する機能を持つものである｡そうした活動への参

加は過疎のため難しくなった地域資源維持 ･管理作業

への協力という意味だけではなく,都会からのボラン

ティアが地域コミュニティの準メンバーとして受け入

れられていくことを同時に意味している｡2002年には

児童の減少により開催が危ぶまれた同地区小学校運動

会へ地域ボランティア参加者が自らの子弟を伴って準

備段階から参加し,開催を実現した｡また2003年には

集落水道の水源維持作業への協力また小学校児童が日

本森林ボランティア協会の活動へ参加を始め,交流が

双方向化した｡2004年には小学校の給合学習への協力

並びに卒業アルバム制作の請負を開始,2005年には交

流事業をかねて宿泊森林体験教室 ｢森の学舎｣開始,

2006年には閉校となる小学校最後の卒業式に地域ボラ

ンティアが招かれ,その後小学校運動会の代替として

行われるようになった地区行事としての敬老会への参

加 ･共催といったように,まさに地区の準メンバーと

して多彩な活動を続けている｡こうした活動が地元行

政の信頼を勝ち得,2008年には町役場 ･地元林業研究

グループ ･日本森林ボランティア協会の3着からなる

森おこし町おこしを目的とした ｢九度山町森づくり町

づくり実行委員会｣が組織され,廃校となった小学校

と町有林を利用し,町おこしを検討 ･実現していく体

-24 -



JoumalofForestEconomicsVol.56No.1(2010)

制が整えられた｡同委員会の代表を日本森林ボラン

ティア協会の代表が務めていることも地域からの信頼

の篤さを物語るものであろう｡

以上のように九度山町における森林ボランティア活

動は地域コミュニティの抱える課題を受けとめ,地域

との合意の上で解決に向けて協働することのできる地

域ボランティア-と移行し,そうした活動の積み重ね

から得られた信頼関係 (ソーシャルキャピタル)を原

資として,町行政にも認められたオフィシャルな合意

形成 ･活動実践の場を得るに至ってお り,コミュニ

ティレベルから基礎自治体レベルでの森林環境ガバナ

ンスを形成しつつある事例と位置づけられる｡

以上のように森林ボランティア活動の発展は,都市

住民の有志の活動に端を発し,カウンターパートとし

ての農山村住民 ･地域コミュニティとの関係性を構築

することで活動を継続し,さらには行政など他の社会

セクターとも協働関係を結びつつある｡また活動の目

的も木材生産用の人工林の管理水準向上にとどまらず

地産地消などのライフスタイルの転換や海までをも含

んだ流域保全の取 り組み ･農山村地域住民の生活を取

り巻くすべての地域資源へと目を向けるなど資源管理

の総合性へと向かっている｡また活動の空間も,地域

コミュニティレベルから全国レベルまでの多様で入れ

子状の空間を舞台に展開している｡これらのことから

森林ボランティア活動が,森林環境ガバナンス形成の

ゆりかごとして機能しつつあることが読み取れよう｡

Ⅳ 森林環境ガバナンスの構築にむけて

1 ｢市民｣とは誰か?

森林環境ガバナンスは,森林ボランティアに典型的

にみられる都市と農山村の協働に基づき,森林を ｢新

しいコモンズ｣としての位置づけることによって構築

しうるものであり,さらなる発展に向けては,都市と

農山村の協働関係の発展のための条件を検討すること

が不可欠である｡

森林ボランティアを含むいわゆる市民活動の多 くは

都市生活者の活動であり,農山村における地域おこし

に代表される地域住民の運動とは必ずしもイコールで

はない｡こうした都市生活者としての ｢市民｣の役割

は社会的共通資本あるいは ｢新しいコモンズ｣として

の役割を強めつつある森林の適正管理のあり方を市民

の目から検討し,今後構築されるべき森林環境ガバナ

ンスに市民的公共性を付与するための存在と位置づけ

られる｡しかしながら都市生活者の森林に対する関心

や知識の習熟度は多様であり,また森林 ･林業に関わ

る市民活動の形態もまた多様である｡林業を自然破壊

と捉えてきた従来型の自然保護運動にしても森林 ･林

業に関わる市民社会の意見の一部であることは間違い

ないのである｡とはいえ,わが国の森林の多くは農山

村における生活 ･生産活動との関連の中で維持されて

きたものであり,そうした視点を欠いた都市生活者の

意見が強くなりすぎれば森林環境ガバナンスが都市サ

イドの見解に偏ったいびつなものにならざるを得なく

なるという懸念がある｡

鬼頭秀一は ｢市民｣は往々にして ｢よそ者｣であり,

環境保全などの局面で地元住民との間で起こるトラブ

ルについて ｢よそ者｣が農山村地域に ｢棲みなおす｣

主体であり,｢棲みなおす｣主体に必要なのは ｢よそ

者としての何らかの仁義であり,また,現在そこに住

む人たちを,生活の視線で深 く理解しようとする眼差

しである｣としている｡さらに ｢もちろん地域社会も

変わっているし,変わらなくてはならないだろう｡多

様な価値意識を持った構成員をかかえて,価値判断を

し,意思決定をしていくためには,いままでにない社

会的装置が必要であろう｡その時に必要なものとし

て,民主的 ･市民的価値があるべきだということは,

それなりに説得力がある｡ただその主体 となるべ き

｢市民｣はばらばらな近代的個人ではなく,地域の中

で ｢棲みなおし｣,地域への深い理解の眼差 しと,也

域社会の中で ｢つながろう｣とする意識を持った,新

しい概念の市民ではないだろうか｣としている(21)｡森

林 ･林業に関わる ｢市民｣とは単なる都市生活者の集

団でなく,｢地域への深い理解の眼差しと,地域社会

の中で ｢つながろう｣とする意識を持った都市住民と

地域の中で ｢変わろうとする｣農山村地域住民から構

成される ｢新しい概念の市民｣でなければならない｡

2 森に対するまなざしの共有 .

内山節はドイツ林学の日本における受容過程にふれ

ながら ｢村人にとっては,林学 ･林業的視点は,中央

から提起された,うまく説明されT=外来思想にすぎ

ず,自分たちの暮らす風土や精神風土から生まれたも

のではなかったのである｡この間題が,林業が経済的

に苦しくなったとき,山村の人々の多くがたちまち林

業離れをおこしていく背景にあったと私は思ってい

る｡さて,このようなことを述べたのは,同じような

問題を,今日の日本の森林ボランティアの活動は,か

かえているのではないかという気が私にはするからで

ある｡｣と述べている｡内山は森林ボランティア ･市
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民活動が≠-マ-ミッションの達成を結合原理とする

アソシューショナルな活動であることに鑑み,森林ボ

ランティアのテーマ-ミッションは森林の健全な保

全 ･林業の維持であり,このテーマを共有できる ｢林

業家であり,地域では大山林所有者｣のみが初期の森

林ボランティアを支えた農山村側のカウンターパート

であったことを指摘している｡また,そのことがこう

したテーマを ｢外来思想｣と捉え ｢村,集落といった

ローカルな世界の持続や,この世界と自分との関係が

中心にあり,それとのかかわりにおいて,森林という

テーマについても考える｣｢平均的な村の人たち｣と

森林ボランティアの間に ｢発想のくい違い｣を生じさ

せ,連携が希望どおりには進まなかったことを指摘し

ている｡その上で森林ボランティアについて ｢都市と

山村の連帯によって森を守る時代をつくりだすこと

が,この活動の目標である｡そしてそのために,森林

とかかわる営みを共有することが,森林ボランティア

の出発点にある｡ところが,都市と山村の連帯をつく

りだすうえでは,森に対するまなざしの共有が必要に

なる｡それがなければ,都市と山村の連帯は｢有効性｣

においてしか実現されず,有効性が低ければ,たちま

ち継続性を失ってしまうだろう｣とし ｢都市と山村の

人々の間で,森をみるまなざしが違っていれば,森と

かかわる論理が,都市の論理,山村の論理というよう

に,つねにくい違いをみせることになる｡そしてこの

くい違いがあるかぎり,都市の人々と山村の人々は,

本当には森林を共有できないことになってしまう｡と

すると,この問題を解決するにはどうすればよいの

か｡私にはそれは,森林ボランティアが,山村の人々

の森林に対する論理の理解者になることによってし

か,解決できない問題であるように思える｡日本の森

林をめぐる条件下では,山村の人々が森を守る中心に

ならざるをえない以上,都市的な論理が森林と人間と

の関係の軸に座ることはできないのである｣としてい

る(22)｡内山の視点は森林を都市と農山村双方にとって

の ｢新しいコモンズ｣と位置づける筆者の発想と共通

であり,主として都市生活者の運動である森林ボラン

ティアのさらなる発展を阻む弱点を的確に捉えてい

る｡｢林業支援｣のみでは ｢平均的な村人｣とのまな

ざしの共有ができないとの指摘に鑑みれば,九度山町

の活動にみるように,森林ボランティアが ｢農山村の

論理の理解者｣であることを強く意識する事例が現れ

ていることなど,森林ボランティアを通じた ｢新しい

コモンズ｣の形成に向けての経験の蓄積が進みつつあ

るといえるだろう｡
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3 発言権の強弱と4つのセクターの協働

井上 真は森林の ｢協治｣を提唱し,そこでのキー

概念としての ｢かかわり主義｣を掲げている(23)｡かか

わり主義とは ｢なるべく多様な関係者を地域森林協治

の主体とした上で,かかわりの深さに応じた発言権,

決定権を認めようとする理念｣である｡井上のいう協

治-森林環境ガバナンス構築のためには,すべての人

に開かれた意思決定が重要■である｡ しかしながら都市

住民と農山村住民 (都市住民間にも)では,鬼頭や内

山のいうように森林との関係性に差異 ･濃淡が存在

し,かかわり主義の理念にたてば,そこでの発言権や

決定権には相違があってしかるべきである｡

また,これまでガバナンス形成にかかわる多様なセ

クターめ協働関係を論じる際には,第1セクターとし

ての政府,第2セクターとしての企業 ･市場,第3セ

クターとしての市民社会相互の関係を論じることが一

般的であった｡しかしながら,これまでみてきたよう

に森林ボランティアと森林の立地する農山村地域コ

ミュニティはともに市民社会を構成するものと位置づ

けられるが,やはりひとくくりに扱うことは適切では

あるまい｡すなわち任意の加入脱退が可能なアソシ

ューショナルあるいはゲゼルシャフト的集団としての

NPO (森林ボランティア団体等)と地域に暮らし,そ

の地域の運営に一義的に閑わらざるを得ないゲマイン

シャフト的地縁コミュニティを区別しつつ,その関係

性の在り方こそが検討されなければならない｡

薄井安勇はスウェーデンの政治学者ペストフの福祉

モデルを参考に,アソシエーション (NPOなどの任意

参加型第3セクター)を媒介として,第1セクターと

しての政府と第2セクターとしての市場 ･企業と第4

セクターとしての地縁コミュニティを結びつける

｢ソーシャルガバナンス｣(24)を提案しており,その視

点には大いに首肯できる｡本論では触れることはでき

なかったが,企業の社会貢献活動としての森林保全へ

の取り組みも盛り上がりをみせており(25),政府の取り

組みと併せて,今後の森林環境ガバナンス形成に向け

て見逃せない存在感を持ちつつある｡

以上のことから,森林環境ガバナンスは,都市と農

山村あるいはアソシューショナルな市民活動 (NPOな

ど)とリージョナルな地縁組織の関係性の再構築を基

軸として,企業や行政をあわせた4つのセクターの協

働関係の中で構築されるべきものといえるだろう｡

4 制度設計についての付言

以上のことを前提に森林環境ガバナンス構築のため
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の制度設計にかかわる事項に若干触れておきたい｡

第1に地方分権的な森林環境ガバナンスと対立せざ

るを得ない,森林 ･林業基本計画に始まるトップダウ

ン型の森林計画制度の変更が必要である｡地域の自主

性を重んじる積み上げ型への変化が必要となる｡

第 2には森林の機能別ゾーニングの目標林型別ゾー

ニングへの変更である｡現在のゾーニングは機能別の

ものであるがゆえ,具体的にどのような森林を目指す

べきなのかが明らかでない｡目標林型の概念などを用

いて,目指すべき具体的な森林の像をしめすゾーニン

グに切り替えることが必要であろう｡目指すべき森林

の像が明らかとなって,初めてどのような施業が必要

かが確定するのである｡森林の荒廃がいわれて久しい

が,何をもって荒廃と定義づけるかすら,はっきりし

ない現状も改善しうる｡

第 3には,目標林型を含めた地域ごとの意思決定を

行う森林委貞会の構築である｡委員会はモデル的には

先述の4つのセクターから構成されることとなろう｡

また入れ子状の意思決定の必要性から,委員会自体も

地域コミュニティ･基礎自治体 ･流域 ･都道府県と入

れ子状につくられる必要がある｡こうした提案は先述

の森づくりフォーラムからの政策提言に含まれてお

り,一部自治体では取り入れられつつある｡

第 4には,こうした意思決定を支援するための ｢専

門家｣の再配置の必要性である｡柿浮は市町村森林計

画策定が形骸化に専門家の不足が影響していることを

指摘している(26)｡ここでは柿浮の指摘に従い広域連合

制度を用いる形などが構想されなければならない｡

第 5にこれは大前提であるが,これらを実現しうる

｢中央｣から ｢周辺｣への再分配としての予算措置が

絶対条件であり,地域の｢自己責任｣ではあり得ない｡

Ⅴ おわりに

最後になるが,森林ボランティアに代表される ｢市

民｣は,｢次代の生産力の担い手｣ではない｡森林-

の社会からの期待が多様となり,またそれにかかわる

人々も多様化した時代においての森林管理は地域ごと

にアダプティブ (適応的)に行われざるを得ない｡そ

の点から森林管理に単一の ｢担い手｣が措定できる時

代ではない｡また森林管理作業主体としてみても ｢市

民｣はそう大きな面積の森林を管理する主体とはなり

得ないだろう｡むしろ ｢市民｣への期待はアダプティ

ブな森林管理の中に新しい価値観を持ち込み,森林保

全にかかわる具体的な活動に参加し,多様な主体の協

働に基づく意思決定に参画し,なされた意思決定に正

当性を与え,その成果をモニターする有志として存在

することにある｡自ら論じて串さながらあまりにも重

い期待を ｢市民｣は背負わされているものだと感じざ

るを得ない｡また,全ての役割を期待通り果たすこと

は極めて困難でもあろうoLかし森林環境ガバナンス

形成とは,そうした方向へむけて踏み出すことを意味

するものなのである｡

付 記

本稿は室田 武編著 『グローバル時代のローカル ･

コモンズ』ミネルヴァ書房 (2009年刊)所収の拙稿 ｢森

林ボランティアにみる環境ガバナンス｣を加筆 ･修正

し,森林環境ガバナンス構築のための制度設計にかか

わる事項を含めて森林ボランティアの可能性に注目し

て再構成したものである｡
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